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第2回検討委員会の意見と対応

第３回 九州圏における地域の存続・再生に関する調査検討委員会



取組に向けた集落の意向（第２回委員会資料抜粋）

小規模・高齢化集落に対し、「集落元気づくり」の取組に向けた集落の状況を把握し、その状況に応じた
プロセスを考慮する。例えば取組意欲がない集落には意欲を喚起するための、状況に応じた支援のあり
方を考慮する必要がある。

■「集落元気づくり」への取組に向けた小規模・高齢化集落の状況

「集落元気づく
り」への関心

典型的な小規模・高齢化集落
高齢化率概ね30％以上、世帯数概ね150世帯以下
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集落の現状が把握でき
ず、引き続き情報収集
が必要な集落

「集落元気づくり」への
取組意欲が少なく、自立
した取組も困難であるた
め、住民の意欲を喚起
する必要がある集落

「集落元気づくり」への
取組意欲はあるが、自
立した取組への外部支
援が必要な集落

「集落元気づくり」への
取組意欲があり、自立し
た取組が可能である集
落

「集落元気づくり」を展開する上
で考慮すべき集落の状況と対応

  

自分の家の自慢の品を持ち寄って

朝市を定期的に開きたい 

空き家を活用して他の地域

の人たちに自分たちの暮ら

しを体験させたい 

珍しいもの(祭り生物、

名水、遺跡)を活用して

都市住民と交流したい

昔やっていた祭り・芸能

を出て行った人たちも

呼んで残していきたい 

農地や山林の荒廃を食い止めたい 

「集落元気づくり」のイメージ

外部支援による取組を検討 集落単独での取組が可能

自立した取組の
意欲

図 自治体が認識する「10年以内に機能維持が困難な集落
（H19年調査）

※図中の、表記されている割合（％）はH20年集落
アンケート調査より算出した参考数である。（135自
治体、481集落を対象としたアンケート調査）
※アンケート調査は、人口減少・高齢化などにより
将来存続が危ぶまれる集落があると回答した自治体
に対し、実施した結果

「集落元気づくり」を自ら
の意志により取り組むこ
とが出来る集落

継続した情報収集

意欲あり
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集落外からの
支援が必要

15.0%
自立可能

22.6%
既に取り組んでいる

10.4%
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21.4%
関心無 30.6%

（アンケート未回収）

自治体が認識する10年以内
に機能維持が困難な集落数
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1

※集落の世帯数や、集落におけ
る人材・組織の状況から集落単独
での取組が可能かどうかを判断

※意欲喚起のための
外部支援
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今後とも住み続けたい 離れざるを得ない・離れる予定

第2回委員会の意見と対応
・集落の分類について意欲を指標として用いることも良いが、経済指標も用いて検討を行う。

■「集落元気づくり」への取組に向けた集落の状況と主な生業による傾向分析

結果・考察

２

平成19年度の自治体アンケート調査において実施した、「集落の生業」に関する調査を基に、「居住継続意志」及び「集落元
気づくりへの取組意欲」とのクロス集計を行ったが、有意差はみられなかった。

集落の生業（複数回答） 農林・自営業 会社勤務・年金仕送り その他
集落の生業が複数回答のため、多変量解析により、「農林・自営業」「会社勤務・年金仕送り」「その他」の３タイプに分類
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生業別「居住継続意志」 生業別「集落元気づくり取組意欲」

「生業別」と、「居住継続意志」「集落元気づくり取組意欲」とのクロス集計では、有意差は得られなかった。

●有意差が得られなかった原因として、今回の調査対象地そのものが、本来生業の厳しい集落を対象とし
ていることから、有意差が得られなかったこと考えられる。
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第2回委員会の意見と対応

・40世帯以上の集落は、都市部に通うサラリーマン世帯が多いように思われる。これには通勤可能な距離
についても関連するので、昨年行った距離の分析が、今回のタイプ分けとどのような関連があるのか関係
性をみる。

「集落元気づくり」への取組に向けた集落の状況において、集落と生活中心都市までの時間距離に着目して分析を行った。
分析の結果、生活中心都市と「集落元気づくり」の取組に向けた集落の状況と生活中心都市との時間圏の間には関連が見られなかった。
※時間圏の分析において、離島は異なる傾向を示すことから、分けて集計を実施した。（分けた結果において大きな違いはなかった）

生活中心都市までの時間距離（離島以外） 生活中心都市までの時間距離（離島）

４

■「集落元気づくり」への取組に向けた集落の状況と生活中心都市との時間圏による傾向分析

結果・考察

●自前型集落は生活中心都市までの時間距離が近いほど割合が増加傾向が見られる。

■「集落元気づくり」への取組に向けた集落の状況と生活中心都市との時間圏による傾向分析結果

■「集落元気づくり」への取組に向けた集落の状況の生活中心都市との時間圏による傾向分析考察

●「集落元気づくり」の取組に向けた意欲と集落と生活中心都市との時間圏の間には関連が見られなかっ
た。

生活中心都市までの時間距離（全体）
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